予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育施設費
	事業名　書誌情報システム保守管理費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　図書館　総務課　管理調整係　電話番号：058-275-5111（内291）

E-mail：c27205@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　16,788千円（前年度予算額：　26,532千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	26,532
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	26,532

	要求額
	16,788
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,788

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
書誌情報システムは、図書の貸出・返却・検索や図書の発注・整理・図書データ作成の資料整理業務を行うほか、インターネットにより24時間検索や図書予約を行う図書館業務の基幹システムである。
平成25年度末で現システムの賃貸借契約は終了するが、平成23年度の情報システムの更新等に係る大筋協議の結果、平成26年度は賃貸借契約の延長を行うこととなった。

なお、平成27年度までにシステムの更新が必要である。
（２）事業内容

・書誌情報システム関連機器の賃貸借及び維持管理業務

内　容：機器一式の賃貸借及び維持管理業務

期　間：平成26年4月～27年3月
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10（岐阜県図書館で使用する書誌情報システムに関する事業費であり、県負担は妥当）
（４）類似事業の有無
有　【類似事業】書誌情報システム更新費（教育委員会）
書誌情報システムを新たに更新する事業であり、システム更新するまで現行システムが利用できるようにする目的の本事業とは異なる。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	16,788
	現行システム維持管理等委託料

	合計
	16,788
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）後年度の財政負担
書誌情報システムは図書館の運営には不可欠なシステムであり、現行システムの利用を平成26年度まで１年間延長し、平成27年度に新システムへの移行を図る。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　図書館資料の管理運営及び利用者による利活用推進のため、書誌情報システムを構築し、システムの安定稼働とセキュリティへの対応により、県民にとって安心・安全かつ利用しやすい図書館を目指します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	貸出冊数


	30,349
（H5）
	946,392

（H22）
	873,156

（H23）
	788,513
（H24）
	800,000

（H26）
	98.6%

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・蔵書検索システムは24時間利用でき、オンライン予約も可能。

・県内図書館の横断検索システムを整備し、全県域の中核システムとして機能。

・約24万人分の個人情報を保有。

・書誌情報システム維持管理業務定例会を偶数月に開催し、システムが安定的に稼働するよう努めている。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

継続して書誌情報システムが安全に利用できる環境を整えることで、引き続き来館が難しい利用者も、24時間図書館の資料情報を検索閲覧でき、インターネット予約申込やメールレファレンス申込などの図書館サービスを利用することができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	県民の図書館利用を効率的に行い、全県域の住民がインターネットを介して図書館や蔵書の情報を得られるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	書誌情報システムの稼働により、図書館資料の貸出状況等を適正に管理することができる。また、利用者は蔵書検索、インターネット予約申込やメールレファレンス申込などの図書館サービスが利用できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	インターネットによる蔵書検索・予約サービス等により、県民は自宅からでも図書館のサービスを受けることができ、サービスの多様化と効率化を図ることができている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
デジタル化した資料の検索と提供、県内図書館の蔵書横断検索システムへの迅速な追加等、現在の書誌情報システムでは対応できない事柄があり、次期システム更新では、最新のサービスが提供できるよう検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

膨大な資料や個人情報を管理し、県民が図書館を利用する上で、書誌情報システムは欠かせないものである。今後は、平成27年度に予定しているシステム更新に向け、現在のシステムについて評価と検証を行い、新システムの内容を検討する。


財政課で記載します。








